
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 広島県 東広島市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【人件費】
人件費に係る経常収支比率は２７．３％で前年度と比較して０．９ポイント増加したものの、類似団体の平均値と比較すると低い数値を示してお
り、定員適正化計画による職員数の削減効果が現れているものと考えられる。
ただし、人口１人当たりの人件費及び人口１，０００人当たりの職員数は、類似団体平均値を上回っており、定員の適正化に向けて、今後も着
実な計画推進に努める。

【物件費】
物件費に係る経常収支比率は１２．８％で前年度と比較して１．２ポイント改善し、類似団体の平均水準となった。今後、消防庁舎や市庁舎の建
設に伴い、維持管理費の増加が見込まれるため、施設活用の見直しを行い経常的物件費の節減に努める必要がある。

【扶助費】
扶助費に係る経常収支比率は６．６％であり類似団体中で２番目に低い数値であるが、これは高齢者の割合が低いことに加え、生活保護費が
他団体と比較して低いためと考えられる。しかし、近年の経済情勢の悪化から、生活保護費を中心に今後も増加傾向が続く見通しである。

【補助費等】
平成１７年度に実施した補助金の交付基準、対象及び規模に係る見直しの成果が現れ、補助費等に係る経常収支比率は類似団体の平均値
を下回る水準が続いている。平成２２年度に新たに実施した補助金の見直しにより、補助金の必要性や内容の再検討に基づく補助金交付の適
正化に向けた取組みを継続していく。

【公債費】
公債費に係る経常収支比率は、前年度と比較して０．７ポイント改善されたものの、都市機能強化のための基盤整備を推進していることから、
類似団体と比較して高い水準で推移している。今後も、地方債の大量発行を伴う大規模な建設事業の厳選による市債抑制、低金利資金の調
達方法の検討や高金利資金の繰上償還など、公債費対策を積極的に実施していく必要がある。

【普通建設事業費】
平成２１年度は情報インフラ整備や中学校の新設により、普通建設事業費が前年度と比較して大幅な増加となり、人口１人当たり決算額は類
似団体の平均値を２３，２３２円も上回っている。今後も市庁舎や市民ホールなど合併建設計画に基づく大規模な建設事業を計画しており、限
られた財源の中で必要性、緊急性、優先順位等を十分に考慮しながら実施していく必要がある。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 13,787,149 77,494 69,869 10.9
賃金（物件費） 426,308 2,396 3,699 ▲ 35.2
一部事務組合負担金（補助費等） 30,419 171 3,466 ▲ 95.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 719 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 439,306 2,469 2,691 ▲ 8.2
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 271,347 1,525 1,624 ▲ 6.1
▲退職金 ▲ 1,037,236 ▲ 5,830 ▲ 8,249 ▲ 29.3
合計 13,917,293 78,226 73,820 6.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.29 7.54 0.75
ラスパイレス指数 101.2 99.0 2.2

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

9,659,626 54,294 46,543 16.7

積立不足額を考慮して算定した額 - - 21 -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 44 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,303,602 7,327 13,615 ▲ 46.2
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

588,393 3,307 1,779 85.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

159,785 898 1,902 ▲ 52.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 26 -

▲特定財源の額 ▲ 1,212,419 ▲ 6,815 ▲ 8,060 ▲ 15.4
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 6,975,165 ▲ 39,206 ▲ 34,432 13.9

合計 3,523,822 19,807 21,439 ▲ 7.6

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

12,155,755 69,241 ▲ 12.0 46,881 ▲ 32.0 20.0

うち単独分 7,460,010 42,493 ▲ 17.1 30,527 ▲ 27.3 10.2

12,896,857 72,922 5.3 46,072 ▲ 1.7 7.0

うち単独分 7,866,102 44,477 4.7 28,341 ▲ 7.2 11.9

12,654,942 71,281 ▲ 2.3 45,614 ▲ 1.0 ▲ 1.3

うち単独分 8,563,615 48,236 8.5 28,729 1.4 7.1

10,511,272 59,213 ▲ 16.9 42,470 ▲ 6.9 ▲ 10.0

うち単独分 7,979,809 44,952 ▲ 6.8 26,888 ▲ 6.4 ▲ 0.4

13,302,838 74,772 26.3 51,540 21.4 4.9

うち単独分 9,098,112 51,138 13.8 32,621 21.3 ▲ 7.5

過去５年間平均 12,304,333 69,486 0.1 46,515 ▲ 4.0 4.1

うち単独分 8,193,530 46,259 0.6 29,421 ▲ 3.6 4.2
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